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１．はじめに

本研究では，COVID-19 禍において社会的距離を保つために適用された柔軟

な働き方（flexible work arrangement：以下，FWA）がワークエンゲイジメン

ト（work engagement：以下，WE）に与える影響を検討する。特に，日本の

雇用者を対象に実施した 3 時点の調査データを用い，以下の 2 点に注目した研

究を展開する。

第 1 に，戦略的人的資源管理（Strategic Human Resource Management：以下，

SHRM）におけるブラックボックスの議論である（Becker & Huselid, 2006; 

Messersmith, Patel, Lepak, & Gould-Williams, 2011）。SHRM では既に多くの先

行研究が蓄積されており，人事施策と企業業績とをつなぐ論理や変数について

盛んに議論されてきた。その中でも特に，人事施策と企業業績をつなぐブラッ

クボックスについては，心理的変数を含む媒介変数や調整変数の観点からその

解明が進められてきた（Jiang, Lepak, Hu, & Baer, 2012）。本研究では，FWA と

して，テレワーク，時差勤務，短時間勤務といった人事施策に着目し，組織

的公正（organizational justice：以下，OJ）を媒介変数とし，WE との関係を検

討する。WE を従属変数としたのは，国際的にも比較が可能な尺度として学術
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的に広く活用されていること，また，日本では従業員の仕事に対する満足度や

モチベーションの低下を受け，この概念が国や企業にとって持続的な組織パ

フォーマンスをもたらす一助として近年，注目されているからである（向江 , 

2018; 厚生労働省 , 2019）。COVID-19 禍に適用された FWA が WE にどのよう

な影響を与えたかを理解することは，COVID-19 収束後に向けて企業がとるべ

き FWA の在り方を検討する上で不可欠である。

第 2 に，人事施策の適用時期である。人事施策は何もないところに存在す

るわけではない（Beer, Spector, Lawrence, Quinn Mills & Walton, 1984）。政治

的，経済的，社会的，技術的な要因や，企業の戦略，組織構造などさまざまな

要因の影響を受ける。そのため，同じ人事施策であっても COVID-19 の感染拡

大前か，それ以降に適用されたものかによって従業員によって知覚されるメッ

セージは異なり，それがパフォーマンス変数に異なる効果をもたらすことが想

定される。また，伝統的に日本企業が導入してきた人事施策と COVID-19 の感

染拡大に伴って新たに導入された人事施策との間に齟齬が生じている可能性

もある。日本企業が重視してきた長期雇用，企業内人材育成は，日本企業が

伝統的に長期雇用と社内の人材育成を重視し，従業員の一体感や忠誠心を育

み，それが生産性の向上につながるとしてきた（守島 , 2006）。それに対して，

COVID-19 の感染防止のために緊急措置的に導入された人事施策である FWA

は，企業の経営上のニーズではなく別の要因によって適用されたものであり，

両者は異なる。

さらに，本研究では OJ を媒介効果として設定した。なぜなら，第 1 に OJ

は組織パフォーマンスに影響を与えるプラス面とマイナス面の両方を含むか

らである。FWA は，職場での従業員間の対面での接触機会を減らすことから，

公正性の比較対象の設定や評価が難しく，OJ の低下につながる可能性がある。

実際に，テレワークや時差勤務は上司や同僚とのコミュニケーションの機会を

減少させることが様々な場で報告されおり，コミュニケーションの減少が OJ
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に何らかの変化を及ぼす可能性が想定される。一方で，COVID-19 禍における

テレワーク等の人事施策の提供は，従業員の感染に対する不安を和らげると

ともに通勤の負担を軽減する。そのため，FWA は職業上のストレスを軽減し，

働く側により良い労働条件の下で働いているとの満足感をもたらす可能性が高

い。第 2 に，OJ を媒介変数とすることにより，FWA の WE への影響を仕事の

要求 - 資源（JD-R）モデル（Dimerouti, Bakker, Nachreiner, & Schaufeli, 2001）

から考察することが可能である。JD-R モデルでは，同僚からの社会的支援や

上司からのコーチング，フィードバックが WE と有意に関係することが明ら

かになっている。さらに COVID-19 における就労環境の時間・空間的な変化

が職務ストレスに与える影響を検証した服部・神吉・矢寺 (2002) においては，

上司支援，職場の相互支援がストレスの軽減やストレッサーの影響の軽減に大

きく寄与することが実証されている。これらを踏まえると OJ に含まれる組織

内の対人的な公正感は WE に影響を与えることが想定される。

２．先行研究と仮説

2.1　組織的公正とワークエンゲイジメント

WE は，活力，熱意，没頭の 3 要素から構成される。この 3 つが揃っている

時に，従業員の心身の健康状態は良好でかつ生産性も高いとされ，バーンアウ

トと対極の関係であるとされる（Bakker, Schaufeli, Leiter, & Taris, 2008; Bakker 

& Leiter, 2010; 島津，2018）。活力とは，就業中における気力や精神的な強さ

であり，仕事に取り組もうとする意欲，仕事上の困難な状況に直面したときの

耐力などを指す。熱意とは，自分の仕事に深く関わっている状態を指し，有意

味感や強い興味，ひらめき，誇り，意味のある挑戦などによって特徴づけられ

た仕事への深い関与を指す。没頭とは，仕事に対する集中，または没頭してい

る状態を指す（島津 , 2018）。WE のこれら 3 つの構成要素は，ヨーロッパお

よびアジア諸国での尺度開発と検証を経て，ユトレヒト・ワーク・エンゲイジ

COVID-19 禍における柔軟な働き方がワークエンゲイジメントに及ぼすメカニズム
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メント尺度（UWES）として確立された（Schaufeli, Bakker, & Salanova, 2006）。

また，WE は組織コミットメント（Hakanen, Bakker, & Schaufeli, 2006），離職

意思の低下やバーンアウトの低減（Schaufeli & Bakker, 2004），職務満足（島津 , 

2009）などをもたらす先行変数として使用される。

OJ が組織パフォーマンスに与える影響については，多くの既存研究がある。

OJ に関するメタ分析では，OJ とその構成要素となる下位概念が職務満足，組

織コミットメント，知覚された組織的支援，上司と部下の交換関係，権威者評価，

組織市民行動，離職意図などの組織パフォーマンスに影響を与えることが示さ

れている（Colquitt, 2001; Colquitt et al., 2013）。さらに近年では，OJとウェルビー

イングや心理的適応との関係の研究も進んでいる（Greenberg, 2004; Lyu, 2016; 

Özer, Uğurluoğlu, & Saygili, 2017; 西田 , 2017）。Lyu（2016）は，中国の 254 人

の教師を対象に OJ が WE に直接的な正の影響を与えることを実証した。一方，

Özer et al.(2017）は，トルコのある州の 414 人の医療従事者のデータを用いて，

OJ の 3 つの下位概念である分配的公正（distributive justice: 以下，DJ）と手続

的公正（procedural justice: 以下，PJ）， 相互作用的公正（interactional justice: 以下，

IJ）が WE に及ぼす影響を検討した。分析の結果，OJ は分散の 33％を説明し，

そのうち PJ の影響力が最も高く，次いで DJ, IJ であることが明らかになった。

OJ と WE の間に直接的な因果関係の他に，OJ と WE の間に媒介変数や調整

変数を置いた研究もある。Park, Song and Lim（2016）は，セルフ・リーダシッ

プが OJ の WE への影響を媒介するモデルを検討した。Strom, Sears and Kelly

（2014）は，トランザクティブ・リーダーシップの経験が DJ と PJ の WE へ

の影響を媒介することを明らかにした。また，パキスタンの金融機関で働く

350 人の従業員のデータを調べた Farid, Iqbal, Ma, Castro-González, Khattak and 

Khan（2019）は，従業員が勤務する企業の社会的責任（CSR）に対する認識が，

DJ と PJ を媒介して WE に正の影響を与えることを示した。さらに，OJ と WE

の媒介変数を用いた同様の研究において，A. Agarwal（2014）は PJ と IJ が信
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頼を媒介し WE を高めること，WE が革新的行動を有意に強めることを明らか

にした。

日本ではこれまで WE と OJ との直接的な関係を実証する研究は行われてい

ないが，関連する研究として，西田（2017）が日本の従業員 38,829 人を対象

に WE ではなく OJ が労働者のストレスを軽減する効果を検証している。分析

の結果，ストレス反応の下位次元である怒り，不安，抑うつ，悲観，逃避のす

べてにおいて，OJ の 3 つの下位概念の主効果が確認された。また，OJ の下位

概念のうち IJ と PJ がストレス反応の低減に有効であることが判明した。これ

らの研究で OJ と WE が取り上げられているのは，JD-R モデルにおいて同僚か

らの社会的支援，コーチング，上司からのフィードバックが仕事資源として

WE の先行要因となっているためである。JD-R モデルでは，仕事の要求度と

資源は相互に関連し，バーンアウトやストレス反応といった健康障害プロセス，

あるいはモチベーションプロセスの 2 つの心理的プロセスを引き起こすと考え

られている。モチベーションは WE と関連しており，個々の従業員に資源を

提供する組織は，組織コミットメントに正の影響を与え，バーンアウトを低減

し，WE を増加させる。

これまでの実証研究は，OJ の 3 つの下位概念に着目しているが，使用する

媒介変数と調整変数は異なる。しかし，OJ が WE に正の影響を与え，媒介変

数や調整変数も正の影響を与えると仮定すると，すべての研究で OJ と WE の

間に正の関係があることが予想される。とくにCOVID-19 の影響を考慮すると，

社会的距離はコミュニケーションを低下させることが指摘されていることか

ら，IJ の影響は大きいと予想される。

H1-1 　DJ は WE に正の影響を与える。

H1-2 　PJ は WE に正の影響を与える。

H1-3 　IJ は WE に正の影響を与える。

COVID-19 禍における柔軟な働き方がワークエンゲイジメントに及ぼすメカニズム
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2.2. 人事施策と 組織的公正とワークエンゲイジメント

人事施策は評価に関連して議論されることが多く，OJ は処遇と密接に結び

ついている。OJ に関するメタ分析（Cohen-Charash & Spector, 2001; Colquitt, 

Conlon, Wesson, Porter, & Ng, 2001）によると，組織が 3 つの公正性に対応す

る形で人事施策を展開すると，従業員により公正であると知覚されることが分

かっている。つまり，従業員が公正さを感じるかどうかは，組織が従業員の参

加や待遇の説明など，明示された手続き上のルールを遵守しているかどうかに

も依存する (Leventhal, 1980)。Zhang and Agarwal（2009）は，中国企業で働く

242 組の上司と部下のマッチングデータを用いて，主観的に知覚される 3 つの

取り組み（エンパワーメント，心理的契約，コミュニケーション）が組織市民

行動と離職意図に及ぼす影響，さらに OJ の 3 つの下位概念を媒介とした影響

を検討している。その結果，エンパワーメントは DJ に，心理的契約の履行は

DJ と PJ に，コミュニケーションは PJ と IJ に影響することが明らかになった。

さらに，3 つの OJ が組織市民行動に影響を及ぼし，DJ と IJ が離職意図に影響

を与えることを明らかにした。Cheng（2014）は，台湾の製造業の従業員 395

名について，業績評価（給与の妥当性，昇進決定の妥当性，評価基準）が 3 つ

の OJ を部分的に媒介し，組織コミットメントを高めることを明らかにした。

具体的には，給与の妥当性は DJ を，昇進決定の妥当性は DJ と PJ を，評価基準

は PJ と IJ を高めることが示された。日本では，守島（1999）が PJ を確保する

ためには，適切な目標管理（Management by Objectives; MBO）の導入が必要で

あることを強調し，佐藤（1999）は評価者の研修回数を増やすことで PJ が向上

することを示している。ただし，これらの研究の多くは人事施策を直接測定し

ているわけではなく，人事施策の運用に対する認識，人事施策の成果，従業員

の認知などを人事施策を把握するための代理変数として扱っている。そのため，

変数の設定において PJ の代理変数として PJ を確保するための人事施策を用い

ており，人事施策と OJ を明確に弁別できていない。さらに，COVID-19 に対
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して緊急措置的に実施された FWA と OJ に関する検討はまだ行われていない。

人事施策と OJ に注目した研究の横断的なものとして，以下の研究がある。

Golden (2009) はテレワークについてテレワーク適用者が社会的に孤立し，職場

のコミュニケーションに参加できないデメリットを指摘している。Kurland and 

Egan (1999) は，テレワークと OJ の交互作用に注目し，職場から物理的に離れ

ているために参加の機会が制限され，テレワークが OJ を減少させるという仮説

を立てている。この分析では，テレワークと DJ との関係は見出せなかったが，

PJ と IJ とは正の関係があることが明らかになった。また Liu, Chow and Huang

（2019）は，3 つの OJ の媒介モデルと高業績ワークシステムおよび組織アイデ

ンティティの関係を検討し，正の媒介関係を見いだした。インドの IT プロフェッ

ショナルの WE に対する高業績ワークシステムの影響を検討した研究として，

Kataria, Garg and Rastogi (2019) による研究がある。この研究では，高業績ワー

クシステムが心理的風土の部分的媒介を通じて WE を高め，WE が組織市民行

動（OCB）を高めることが明らかになった。

本研究では，テレワークが OJ に正の影響を与えることを示した Kurland and 

Egan（1999）や Liu et al.（2019）の研究に基づき，FWA は OJ に正の影響を与

えると仮説を設定する。

H2-1 　FWA（テレワーク，時差出勤，短時間勤務）は，DJ に正の影響を与える。

H2-2 　FWA（テレワーク，時差出勤，短時間勤務）は，PJ に正の影響を与える。

H2-3 　FWA（テレワーク，時差出勤，短時間勤務）は，IJ に正の影響を与える。

仮説H1とH2によれば，FWAはOJを媒介し，WEを高めることが想定される。

H3 FWA（テレワーク，時差出勤，短時間勤務）は，OJ を媒介し WE に正の

影響を与える。

COVID-19 禍における柔軟な働き方がワークエンゲイジメントに及ぼすメカニズム
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また，本研究では FWA の導入時期にも着目する。Matta, Scott, Colquitt, 

Koopman and Passantino（2017）は，従業員が感じる公正性のレベルとその経

時的な変化を調査し，公正な処遇によって従業員の不安やストレスを軽減する

ためには，従業員が処遇の変更を一時的なものではないと認識する必要がある

と指摘している。さらに，このような変更は，従業員が一時的なものではない

と認識するまで，着実に継続する必要があると指摘している。梅崎・島貫・佐

藤（2016）は，人事施策の中には施策の導入後，成果変数に影響を与えるの

に時間がかかるものと，すぐに効果が出るものがあると主張しており，これは

Jiang et al.（2012）の SHRM 研究のメタ分析の結果と整合している。さらに，

西村・西岡（2021）は，本研究と同じデータを用い，テレワークの継続性と

WE の関係を 2 時点での調査データで検証している。分析の結果，1 時点目で

テレワークが適用されていた従業員が，2 時点目でテレワークが適用されなく

なった場合，WE のスコアは 1 時点目と 2 時点目ともに適用されなかった従業

員と同程度となり，相対的剥奪の観点からそれが説明されることを示した。こ

れらの研究から，COVID-19 の感染拡大前から導入された人事施策がそのまま

継続的に適用されている場合に，WE はより高まることが予想される。そこで，

本研究では FWA の適用時期を COVID-19 の感染拡大前と COVID-19 の感染拡

大時期に分け，WE に対する影響の違いを確認する。

なお、今回取り上げる 3 つの施策は，同じ FWA であっても施策の適用対象

者は異なることが予想されるが，WE に与える正の影響の程度は差が小さく，

むしろ施策の適用時期の方が影響を与えるという前提をおいている。

H4-1 テレワークは，COVID-19 の感染拡大前から適用されていた場合，

WE により正の影響を及ぼす。

H4-2 時差出勤は，COVID-19 の感染拡大前から適用されていた場合，WE

により正の影響を及ぼす。
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H4-3 短時間勤務は，COVID-19 の感染拡大前から適用されていた場合，

WE により正の影響を及ぼす。

３．方法

3.1 データ収集とサンプル

インターネット調査会社の登録モニターを対象に 3 時点（T1~T3 調査）で

配布・回収した調査データを ID によって結合し，分析データをして用いた。

3 時点の調査を実施したのは，コモンメソッドバイアスを回避し，回答者の負

担を軽減するためである。調査対象は，第１次産業，自治体，宗教団体を除く

産業における 18 ～ 69 歳の直接雇用の雇用者（経営者・役員，派遣・請負社員，

フリーランス・個人事業主，無職，学生アルバイトを除く）であり，かつ事務

職や営業職等のいわゆるホワイトカラー職種を調査対象とした。なぜなら，ホ

ワイトカラーの方が現業職に比べて，職務特性上テレワークを適用できる可能

性が高く，働き方において COVID-19 の影響を受けやすいからである。なお，

3 時点の調査の途中で，勤務先（雇用主），職種，部署，勤務地，雇用形態の

いずれかに変更があった者は分析対象から除外した。

T1 調査は，2020 年 6 月 5 日から 8 日にかけて実施され，1,500 名から回答

を得た。このうち有効回答数は 1,497 名（有効回答率 99.8％）である。T1 で

収集した項目は，個人属性，勤務先企業の特性，FWA の適用状況である。T2 

調査は，T1 の回答者を対象に，2020 年 10 月 1 日から 8 日まで実施された。

有効回答数は 1,129 名（有効回答率 75.4％）である。T3 調査は，T2 の回答者

を対象に，2021 年 2 月 5 日から 10 日まで実施された。T2 調査と同様に，前

回調査以降に勤務先（雇用主），職種，部署，勤務地，雇用形態が変更になっ

た人は対象から除外された。その結果，最終的な有効回答者数は 867 名（有効

回答率 76.8％）であった。T2 で収集された項目は FWA の適用状況および OJ，

T3 で収集された項目は WE に関する項目である。FWA の適用状況は，調査時

の 1 ヶ月前の適用状況について尋ねた。

COVID-19 禍における柔軟な働き方がワークエンゲイジメントに及ぼすメカニズム
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T1，T2，T3 全てに回答した有効回答者 867 名についてみると，男性が

56.2％，年齢は平均 48.8 歳（標準偏差 9.9）である。勤務先企業の特性は，従

業員数 300 人未満の企業が 56.6％，製造業が 20.1％である。

3.2 使用する変数

FWA（T1, T2）：COVID-19 下での社会的距離の確保を推進するとともに，

柔軟な働き方を支援するために有効なテレワーク，時差勤務，短時間勤務の 3

つの人事施策に着目する。重回帰分析に投入する際にこれらの FWA 変数は，

施策が適用されていると回答した者を 1，施策が適用されていないと回答した

者を 0 とするダミー変数として用いている。なお T1 調査では，施策の適用状

況について「①感染拡大以前から勤務先に同制度・支援があり，適用を受けて

いた」「②感染拡大以前から勤務先に同制度・支援があり，感染拡大により適

用を受けた」「③感染拡大により勤務先に同制度・支援が導入され，適用を受

けた」「④感染拡大により勤務先に同制度・支援が導入されたが，適用を受け

なかった」「⑤勤務先に同制度・支援はない」の 5 つの選択肢を設けているこ

とから，①～③を施策が適用されていると回答した者，④と⑤を施策が適用さ

れていないと回答した者とした。

T1 時点の各適用率は，テレワークが 42.2％，時差勤務が 39.7％，短時間勤

務が 30.6％である。T2 時点では，テレワークが 29.9％，時差勤務が 20.1％，

短時間勤務が 7.3％と，2020 年 5 月の緊急事態宣言下に比べて 2020 年 9 月で

は各施策の適用率が低下した（表 1）。

表１　FWA の適用状況

T1 調査
T2 調査

COVID-19 感染拡大前 COVID-19 感染拡大時 全体

テレワーク 9.2 33.0 42.2 29.9

時差出勤 10.3 29.4 39.7 20.1

短時間勤務 8.0 22.6 30.6 7.3
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WE：測定には，Schaufeli, Bakker and Salanova（2006）が開発した UWES-9

の尺度を使用した。Shimazu et al.（2008）は，翻訳された日本語版は内部一貫

性の信頼性だけでなく，因子妥当性，構成概念妥当性についても許容できるも

のであるとしている。短縮版 9 項目には，WE の下位概念である熱意・没頭・

活力がそれぞれ 3 項目ずつ収録されている。すべての項目は，1=「全くそう

思わない」～ 5=「とてもそう思う」の 5 点尺度を用いている。WE の尺度の

クロンバックのαは 0.95 であった。

OJ：OJ を測定するために，Colquitt（2001）の尺度を用いて 20 項目で検討した。

すべての項目は，1 ＝「全くそう思わない」～ 5 ＝「とてもそう思う」の 5 点

尺度を用いている。収集したデータを因子分析した結果，3 つの因子が抽出さ

れた。Colquitt（2001）では，IJ をさらに対人的公正と情報的公正に分け，OJ

の下位概念として 4 つを提示している。OJ の構成概念については現在も議論

が続いているが，Greenberg（1993）では対人的公正と情報的公正を一つの概

念として包括していることから，本研究では因子分析結果の 3 因子をそのまま

用いた。第 1 因子は IJ を示し，クロンバックのαは 0.96 である。第 2 因子は

DJ を示し，これらの変数のクロンバックのαは 0.90 である。第 3 因子は PJ を

示し，クロンバックのαは 0.91 である。

職務特性：職務特性を統制するために，Morgeson and Humphrey (2006) が開

発した Work Design Questionnaire の職務自律性とタスク完結性の概念を使用

した。職務自律性は 9 項目からなり，タスク完結性は 3 項目からなる。すべて

の項目は、1=「全く当てはまらない」～ 5=「非常に当てはまる」の 5 点尺度

を用いている。職務自律性とタスク完結性のクロンバックのαは，それぞれ0.96

と 0.83 であった。

分析に用いた変数のうち，FWA は T1 と T2 の両調査で，OJ と職務特性は 

T2 の調査で，WE は T3 の調査で測定されたものである。各変数の平均，標準

偏差，相関は表 2 の通りである。

COVID-19 禍における柔軟な働き方がワークエンゲイジメントに及ぼすメカニズム
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４．結果

表 3 の Model 5 では，WE を従属変数とした場合，OJ のうち IJ のみが有意

な影響を示したため，H1-3 は支持されたが H1-1 と H1-2 は棄却された。OJ の

3 つの下位要素（DJ，PJ，IJ）を従属変数としたモデルでは，COVID-19 感染

拡大前にテレワークを適用した場合のみ 3 つとも正の影響を与え，COVID-19

感染拡大前に時差出勤を適用した場合は PJ と IJ に負の影響を与えることが

示された。時差出勤は，OJ の 3 つの下位概念には影響を与えないが，WE に

は時期に関係なく直接影響を与えることが示唆された。このように，H2-1，

H2-2，H2-3 はいずれもテレワークに関して部分的にしか支持されなかった。

OJ の媒介効果（H3）を検討するために，Baron and Kenney（1986）によ

る媒介テストも行った。まず，Model 5 をみると，OJ の構成要素のうち IJ の

みが WE に直接的な影響を及ぼすことが分かる。次に，Model1 と 4 をみる

と，3 つの指標のうち WE と IJ はともに COVID-19 以前の時差出勤の導入

に影響を受けているように見える（β = -0.109, p <.01）。これらの結果は，

COVID-19 以前の時差出勤の導入が IJ を媒介する可能性を示唆している。そこ

で Bootstrap 法（N = 2,000）と Sobel 検定を用いて媒介の確認を試みたところ，

IJ の媒介効果は M = 0.013 となり，信頼区間 95％も 0 未満となった。そのため，

媒介効果は確認されず，H3 は支持されなかった。

最後に，H4 について検討する。Model1 および 5 より，テレワーク，時差勤務，

表２　記述統計と相関分析
No. 変数名 Mean S.D. 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

1 ワークエンゲイジメント（WE） 2.87 0.85 1
2 分配的公正（DJ） 3.12 0.65 0.30** 1
3 手続的公正（PJ） 2.97 0.74 0.27** 0.60** 1
4 相互作用的公正（IJ） 3.15 0.76 0.33** 0.64** 0.65** 1
5 性別ダミー（男性 =1） 0.56 0.50 0.05 0.10** -0.03 0.00 1
6 年齢（実数） 48.78 9.85 0.15** 0.07* -0.04 0.02 0.30** 1
7 製造業ダミー（製造業 =1） 0.20 0.40 0.06 0.07* 0.03 0.03 0.19** 0.04 1
8 中小企業ダミー（300 人未満 =1） 0.57 0.50 0.05 0.02 0.01 0.00 -0.15** -0.02 -0.15** 1
9 職務自律性 3.24 0.82 0.21** 0.62** 0.32** 0.34** 0.17** 0.15** 0.12** 0.05 1

10 タスク完結性 3.22 0.74 0.19** 0.51** 0.28** 0.32** 0.05 0.11** 0.01 0.03 0.60** 1
注：N=867, ** p <0.01, * p <0.05,
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短時間勤務のそれぞれについて，COVID-19 感染拡大前と COVID-19 時に導入

した場合のWEへの効果はH4-3を支持したが，H4-1，H4-2は支持されなかった。

COVID-19 禍における柔軟な働き方がワークエンゲイジメントに及ぼすメカニズム

表３　回帰分析の結果

Model1 Model2 Model3 Model4 Model5
WE DJ PJ IJ WE

変数名 β SE β SE β SE β SE β SE
（定数） 1.427** 0.184 1.288** 0.112 2.046** 0.156 1.931** 0.160 0.702** 0.702

製造業ダミー 0.059 0.072 0.007 0.043 0.018 0.061 0.011 0.062 0.055 0.198
中小企業ダミー 0.057 0.060 0.019 0.036 0.001* 0.051 -0.017 0.052 0.059 0.069
性別ダミー -0.034 0.062 0.002 0.037 -0.075* 0.052 -0.060 0.053 -0.017 0.058
年齢 0.124** 0.003 -0.029 0.002 -0.070** 0.003 -0.025 0.003 0.136** 0.060
職務自律性 0.125** 0.044 0.483** 0.027 0.251** 0.037 0.249** 0.038 0.021 0.083
タスク完結性 0.104* 0.047 0.221** 0.029 0.142 0.040 0.180** 0.041 0.041 0.047
テレワーク（COVID-19前） 0.053 0.127 0.094** 0.077 0.182** 0.107 0.108** 0.110 0.012 0.003
テレワーク（COVID-19後） 0.017 0.079 0.048 0.047 0.030 0.067 0.022 0.068 0.007 0.123
時差出勤（COVID-19 前）-0.118* 0.135 -0.045 0.082 -0.111* 0.115 -0.109* 0.117 -0.085 0.076
時差出勤（COVID-19 後） 0.011 0.090 0.026 0.054 0.035 0.076 0.015 0.078 0.004 0.131
短時間勤務（COVID-19前） 0.118* 0.146 0.046 0.088 0.003 0.123 0.044 0.126 0.105* 0.086
短時間勤務（COVID-19後） 0.091* 0.086 -0.004 0.052 -0.014 0.073 0.001 0.075 0.092* 0.140
分配的公正 (DJ) 0.075 0.047
手続的公正 (PJ) 0.068 0.069
相互作用的公正 (IJ) 0.204** 0.051

R2 0.091** 0.428** 0.147** 0.153** 0.163**
Adjust R2 0.078 0.420 0.135 0.141 0.149

F 7.137 53.289 12.235 12.837 11.088
注 : N=867, ** p <0.01, * p <0.05,

図１　各施策，組織的公正，ワークエンゲイジメントの関係
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4.2 追加分析

分析の結果，COVID-19 感染拡大前は，在宅勤務や時差出勤の適用が OJ に

影響を与え，COVID-19 感染拡大時では，短時間勤務の適用が WE にプラスの

影響を与えることが示された。このことは，在宅勤務や時差出勤の長期的な適

用が社員の心理状態に影響を与え，短時間勤務の短期的な適用が社員の心理

状態に影響を与えることを示唆している。COVID-19 の感染拡大のような未曾

有の危機に対する企業の対応が，従業員の WE に影響を与えた可能性がある。

なお，COVID-19 感染拡大前の時差出勤の適用が PJ や IJ に有意に負の影響を

与えるのは，短時間勤務に比べて，職場の人々との接点が少なくなり，比較対

象や上司との接点が少なくなったこと，また COVID-19 の前はそうした体制が

体系的に整っていなかったためと考えられる。

日本では，2020 年 4 月から 5 月にかけて感染を防ぐための第一次緊急事態

宣言が発令された。この間，政府は国民に外出の自粛を要請し，企業にはテレ

ワークをはじめとするさまざまな慣行が求められた。その結果，都市部の大企

業を中心に在宅勤務が拡大し，政府は引き続き企業に対して出勤者数の 7 割削

減を要請してきた。しかしながら，2020 年 5 月時点と比較すると，その後の

テレワークの実施率は減少傾向にある。

表 4 に示すように，時差勤務や短時間勤務を T1 で適用され，T2 で適用さ

れなかった回答者の割合は，T1，T2 と継続して適用された回答者の割合より

高い。この傾向は特に短時間勤務で顕著であり，T2 時点で継続して適用して

いる回答者は 5.2％であることから，企業が感染拡大を受けて一時的に短時間

勤務の適用を拡大し，第一次緊急事態宣言の終了とともに取り止めた可能性を

示している。

そこで，T1，T2 の 2 時点の調査での FWA の適用状況の組み合わせ (ref.=

「T1，T ２ともに適用されていないと回答した者」) を独立変数，WE を従属変

数とした追加分析を行った。重回帰分析の結果より，T1，T2 と継続して短時
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間勤務が適用された従業員と，T1 では適用されたが T2 では適用されていな

かった従業員で有意な正の効果がみられた（表 5 参照）。さらに，係数をみると，

COVID-19 の影響により一時的に施策が適用された従業員の方が WE への影響

が大きいことがわかる。第 2 次，第 3 次緊急事態宣言とは対照的に，第 1 次緊

急事態宣言では，保育園や小中学校が一斉休校し，高齢者の介護施設等も一部

閉鎖を余儀なくされた。そのため，育児や介護を担う社員にとってワークライ

フバランスに苦慮した時期だったといえる。同時期の短時間勤務の適用は，ワー

クライフバランスを実現する上で非常に有益な施策であったことから，OJ を

媒介せず，WE に直接かつ即時的に効果を与えたと考えられる。さらにこういっ

た時期に施策が適用されてたことが従業員に重要な意味をもたらし，保育園，

小中学校，介護施設の再開後に施策が適用されなくなったとしても，従業員の

WE は高いまま維持された可能性がある。また，人事施策を長期的に適用する

のか，緊急措置的な意味で一時的に適用するのかで従業員の受け止め方は異な

り，長期的な適用の場合に同一組織内の他者との関係への影響がより考慮され

る可能性が高い。逆に，一時的に適用される人事施策の場合には，自社の従業

員のニーズにどれだけ迅速に対応できるかが重要視される。

COVID-19 禍における柔軟な働き方がワークエンゲイジメントに及ぼすメカニズム

表４　FWA の適用状況（T1 と T2 との比較）

T2 調査

（2020 年 9 月）

テレワーク 時差出勤 短時間勤務

（単位 : ％） はい いいえ はい いいえ はい いいえ

T1 調査

（2020年 5月）

テレワーク
はい 26.4 15.8 - - - -

いいえ 3.5 54.3 - - - -

時差出勤
はい - - 17.3 22.4 - -

いいえ - - 2.8 57.6 - -

短時間勤務
はい - - - - 5.2 25.4

いいえ - - - - 2.1 67.4

注 :「はい」は施策の適用されている，「いいえ」は施策の適用されていないことを示す。
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５．考察と今後の研究

本研究では，COVID-19 が感染拡大した時期における日本の直接雇用の雇用

者を対象としたデータを用い，社会的距離を確保するための人事施策が WE に

与える影響について検討した。分析の結果，多くの仮説は支持されなかったが，

第 1 に，COVID-19 感染拡大前のテレワークの適用が OJ の 3 つの下位概念を

増加させること，第 2 に，COVID-19 感染拡大前の時差勤務の適用が PJ と IJ

表５　回帰分析結果（追加分析）

独立変数：WE

β SE

（定数） 1.429 0.186

製造業ダミー 0.052 0.072

中小企業ダミー 0.064 0.060

性別ダミー -0.037 0.062

年齢 0.128** 0.003

職務自律性 0.116** 0.044

タスク完結性 0.101* 0.048

テレワーク：はい _ はい 0.061 0.087

テレワーク : はい _ いいえ 0.001 0.092

テレワーク：いいえ _ はい 0.016 0.156

時差出勤 : はい _ はい -0.052 0.102

時差出勤 : はい _ いいえ -0.029 0.093

時差出勤：いいえ _ はい 0.025 0.178

短時間勤務：はい _ はい 0.076* 0.138

短時間勤務 : はい _ いいえ 0.128** 0.082

短時間勤務：いいえ _ はい 0.047 0.204

R2 .090**

Adjust R2 .074

F 5.636

注 1:N=867, ** p <0.01, * p <0.05,
注 2: 施策の最初の「はい，いいえ」は T1 時点の適用の有無を示し，後半

の「はい，いいえ」は T2 時点の適用の有無を示す。
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を減少させること，第 3 に，時差勤務は WE に直接影響することが示唆された。

H3 が支持されなかったため，OJ の媒介効果は確認されなかった。一方，媒介

関係ではなく COVID-19 感染拡大前のテレワークの適用が OJ を増加させ，IJ

が WE を増加させる可能性があることが明らかになった。

これらの分析結果から得られる理論的含意は，人事施策の継続性という視点

と，即効性のある人事施策とそうでない人事施策が存在する可能性である。テ

レワークは，労働の環境が整備され，テレワークの際の評価が確立されている

場合に，社内の納得性が増すといえる。一方，時差出勤はもともと時差出勤を

している従業員には大きな変化が見られないのに対し，周囲の人が時差出勤し

ている場合，つまり COVID-19 を機に時差出勤が適用された人と自分を比較す

ることで，OJ が低下することが想定される。時短勤務は，COVID-19 感染拡大

前からの適用，COVID-19 に伴う適用ともに WE に直接的に影響を及ぼすこと

から，適用時期に関係なく従業員に好意的に受け止められていることがわかる。

実践的な示唆としては，テレワークはコミュニケーションを減少させるとい

う懸念があるが，先行研究が示すようにテレワークは職場内の信頼を醸成し，

電子メールを含むコミュニケーションの頻度を増加させ，従業員の公正性の認

識を増加させる (Kurland & Egan, 1999)。テレワークの適用は，逆に担当業務

の成果に基づく評価，評価ルールの明確化，テレワークによるコミュニケーショ

ンの密度が高まることにつながるだろう。その結果，COVID-19 禍では IJ が 

WE を増加させる。また，テレワークは，インフラの整備や業務の再配分など

企業にとって一定の投資が求められることから，テレワークの導入・展開に際

しては長期的な視点が必要となる。一方，時差出勤は，公正感や WE を低下

させる可能性があり，可能な限りテレワークを適用し，出勤の必要性を減らす

取り組みを進める必要があるかもしれない。

本研究の限界としては，本研究では他の人事施策や COVID-19 のような危機

時と平常時の職場の人間関係や国籍の違いがコントロールできていない。今後
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の研究としては，国際比較が可能な研究デザインを設定することで，社会的距

離を確保するための施策が OJ や WE に与える差異を検証することが求められ

る。さらに，職務自律性などの職務特性に着目した研究も考えられる。Becker 

and Huselid（2010）は，かつて理論研究において HRM と職務設計を統合的に

研究することの重要性を主張しているが，この提言に沿った実証研究はほとん

ど行われていない。表 3 より，2 つの職務特性（職務自律性とタスク完結性）

は WE に正の影響を与え，3 つの OJ の下位概念を追加した Model 5 では，2 つ

の職務特性は WE に影響を与えず，職務自律性とタスク完結性が OJ の媒介変

数となる可能性が示唆された。つまり，社会的距離を確保するための人事施策

が職務自律性とタスク完結性に正の影響を及ぼし，これらの職務特性が OJ を

媒介として WE に影響を及ぼしている可能性が考えられる。さらに，Methot, 

Rosando-Solomon, Downes and Gabriel（2021）の研究では，社会ネットワーク

理論から雑談（small talk）という組織内の人間関係に関する変数を独立変数と

し，一日の幸福感を従属変数とする分析を行っている。分析の結果，職場にお

ける雑談は，仕事の邪魔をして仕事への没入感を低下させる反面，他者とつな

がっているという社会的感情を高めることによって仕事の幸福感や組織市民行

動を高めるという特徴があることを発見している。これに対して，本研究は，

人事施策の適用による職務環境の変化と人事施策の継続性という視点を提供す

ることで，これらの研究に新たな視座を投げかけるものである。
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